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【 補 修 】申請用

提出いただきました申請書類に、記入間違いや不備があった場合には、

住まいの復興給付金事務局から問い合わせや書類不備の通知を行い、間

違いの修正や不備書類の再送をお願いしております。

申請書類に間違いや不備があると、その解消のためのやり取りが必要と

なり、申請される方への給付金支払までに時間を要することになります。

迅速な給付金の振込（通常1.5～２ヶ月）のために、よくある間違いの

事例と不備の多い書類例を挙げました。

以下の内容を参考として、申請書類を提出される前に今一度、ご確認

くださいますようお願いいたします。
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～提出書類送付前のチェックポイント～

➊ 申請書の記入内容に間違いがないことを確認しましょう。

➋ 申請書に記入もれがないことを確認しましょう。

➍ 提出書類のコピーを取っておきましょう。

書類を送付する前に提出する書類のコピーを取っておくようにしましょう。

審査の中で提出された書類について、事務局から問い合わせをする場合が

あります。その時にコピーがあると提出内容を確認することができます。

➌ 氏名の記入もれ、押印忘れがないことを確認しましょう

全てのチェックができてから

投函しましょう。

揃っていない書類がある場合は

申請いただけません。

「申請書類チェックシート（申請書1/５枚目）」を

使って、書類が揃っていることを確認してください。



２

■よくある記入間違いや記入漏れ
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✔

分離発注で補修工事を行った場合

でも、別紙➋の提出が必要です。！

●【補修】住まいの復興給付金申請書 4/５枚目

実際に支払った補修工事費（領収書の税込金額）の金額は、記入していますか？

記入した金額は、領収書の合計金額と同じですか？

●【補修】住まいの復興給付金申請書 3/５枚目

「複数の契約で補修を実施」を選択した場合に提出が必要となる、別紙➋「工事請負

契約が複数の場合の工事確認書」の用意はできていますか？

適用を受けている消費税率の該当する

記入欄に、実際に支払った補修工事

費(税込)の合計を記入してください。
！

補修工事を複数回行った場合は、

その合計を記入してください。！
消費税率が８％10％の工事がある

場合には、それぞれの記入欄に記入

してください。
！

2

１

1 458 000



３
「実際に支払った補修工事費の税抜き合計」と「実際に支払った消費税増税分」を

記入しましたか？計算は間違っていませんか？

実際に支払った補修工事費の税抜合計：

1 458 000

税込金額が、消費税率８％で

￥1,458,000の場合、

1,458,000÷1.08＝1,350,000

実際に支払った消費税増税分：

税抜き金額が、消費税率８％で
￥1,350,000の場合、

1,350,000×0.03＝40,500

1 350 000 40 500

40

88 00
✔

✔

73

40
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1 458 000 1 350 000 40 500
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●【補修】住まいの復興給付金申請書 4/５枚目

４
「給付申請額」の欄に で記入した金額と で記入した金額の、

どちらか少ない方を記入していますか？

A B

か の

どちらか少ない方が

給付申請額です。

A B



５
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(代表)申請者本人名義の口座のみ、指定することができます。

！

●【補修】住まいの復興給付金申請書 ５/５枚目

振込口座の名義人は、申請者ご本人様となっていますか？

フッコウ シ ” ュンイチ

※法人名義や家族名義の口座は指定できません。

4

東 北 復 興 銀 行

福 宮 岩 支 店

※口座名義人はカナ書きで、[記入上の注意]をご確認の上、記入してください。

※金融機関名・支店名は漢字書きで「○○銀行」「△△支店」まで記入してください。
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給付金の振込口座情報が確認できる

通帳等の記載面（コピー）はありますか？

通帳等の原本ではなく、コピーをとったものを提出してください。

（通帳をそのまま送らないでください。）

コピーを取るときは、文字がはっきりと読み取れることを確認してください。
！

1

詳しい内容は 申請の手引き［補修］用:26ページを参照してください。

［通帳原本］ ［通帳コピー］

［申請不備となるコピー例］

コピー濃度が濃いために文字が読み取れない コピー解像度が低いために文字が読み取れない

コピー濃度が薄ために文字が読み取れない

こちらを送って
ください。

■不備の多い添付書類
申請書と共に添付していただく書類が何点かありますが、提出を
忘れている方が多く見受けられる書類等を以下にまとめました。
申請書類提出時の参考にしてください。
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！

２ 被災住宅を補修したことを証明する補修工事証明書（原本）はありますか？

(【別紙】補修工事内容確認書も同様 ）

詳しい内容は 申請の手引き［補修］用:34/35ページを参照してください。

補修工事を行った工事施工会社に建築士がいる場合、

建築士に補修工事証明書の作成を依頼してください。建築士がいない場合は

工事施工会社に作成を依頼してください。（作成費が必要な場合があります）

または

建築士
補修工事
施工者

○○免許証明証
○○免許証明証

工事の確認を行った方に記入してもらいます。
申請者ご自身では記入できません。

「補修工事証明書」および「補修工事内容確認書」は、以下の方に作成してもらいます。

補修工事証明書の作成には、補修工事前と補修工事後の写真が必要です。

※補修工事前の写真が用意できない（補修工事前に写真を撮り忘れた等）場合は、

住まいの復興給付金事務局コールセンターまでお問い合わせください。

！

撮影例

補
修
前

補
修
後

被災している箇所がはっきりと

わかるように撮影してください。

補修した箇所が比較できる

ように撮影してください。

剥がれ落ちたタイル

ひび割れた壁面
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領収書原本ではなく、コピーをとったものを提出してください。

コピーをとる際は、上記の内容がはっきりと確認できるようにコピーしてください。！
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３ 実際に支払った補修工事の金額を示す領収書（コピー）はありますか？

！
金融機関等の振込依頼書や振込金受取書では原則、

領収書の代わりとはなりません。

コピーが薄くて、文字が読み取れない。

コピーが濃すぎて、文字が見えない。

詳しい内容は 申請の手引き［補修］用:33ページを参照してください。

［領収書コピー］こちらを送ってください。

［申請不備となるコピー例］



工 事 請 負 契 約 書
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４ 工事施工者と取り交わした補修工事の工事請負契約書（コピー）はありますか？

詳しい内容は 申請の手引き［補修］用:32ページを参照してください。

・上記の項目が確認できるようにコピーして提出してください。

・分離発注等で工事施工者が複数ある場合には、

すべての工事施工者と取り交わした契約書のコピーを提出してください。

・契約変更した場合には、

一番最初に締結した契約の契約書のコピーを提出してください。

！

［申請不備となるコピー例］

コピー濃度が濃い・解像度が低い、あるいは、
コピー濃度が薄いため文字が読み取れない等

契約日

契約内容

対象住宅住所 消費税が確認できる工事代金

発注者名と請負者名

発注者名と請負者名

見積書や請求書では申請できません。！
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５ 住民票の写し（原本）はありますか？（※コピーしたものは不可）

詳しい内容は 申請の手引き［補修］用:30/31ページを参照してください。

自治体から交付された住民票(原本)が「住民票の写し」という名称です。

自治体から交付された「住民票の写し」をそのまま提出してください。！

こちらを提出してください。

※書式は、自治体によって異なります。

「住民票の写し」の“写し”とは、“コピー”のことではありません

「住民票の写し」のコピーを取ると

複製やCOPYといった文字が浮き上る

ものもあります。
！
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！

６
被災住宅が未登記等の場合に提出いただく

２種類の不動産登記に代わる書類(原本)はありますか？

詳しい内容は 申請の手引き［補修］用:29ページを参照してください。

必要書類①：

平成23年1月1日時点で被災住宅の

所有者であること、被災住宅の住所が

り災証明書と同じであることが確認

できる「平成23年度」の証明書を

用意してください。

※平成23年度の証明書には交付期限がある自治体があります。

交付されない場合には住まいの復興給付金事務局コールセンターに

ご相談ください。

必要書類②：

被災住宅を現在も所有していること

が確認できる「申請時点で交付を受け

られる一番新しい年度の証明書」を

用意してください。

［固定資産税の記載事項を証明する書類について］

！

固定資産税の記載事項を証明する書類は、各自治体によって名称・書式・表記内容が

異なります。

「納税者（あるいは所有者）」「被災住宅の住所（り災証明書の住所と同じ）」

「床面積」等が確認できることが必要です。

固定資産税を証明する書類名称例：・固定資産課税台帳

・固定資産評価証明書（資産証明）

・固定資産課税台帳記載事項証明

・固定資産公課証明書

・名寄帳

・課税額証明書 など


